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検索

 苫小牧市トップページ＞市長室＞記者会見

日時 平成24年5月18日（金）午前11時00分から 

場所 第2応接室 

出席者 

○市 側：岩倉市長、中野副市長、菊地副市長、総合政策部長、環境衛生部長、産業経済部長 

○記者側：12社18名参加

発表内容 

１ 災害廃棄物の受け入れに関する安全基準に対する考え方について 

【市長説明】 

 お忙しい中、お集まりをいただきありがとうございます。 

 本日の案件でございますが、「災害廃棄物の受け入れに関する安全基準に対する考え方」について、

説明させていただきます。 

 

 私は、昨年３月１１日に発生いたしました「東日本大震災」について、昨年の６月２５日でありましたけれ

ども、「災害廃棄物の受け入れをすべて拒否する姿勢は取らない」との考えを表明しておりますが、今日

まで、その気持ちに変わりはありません。 

 その後岩手県が「廃棄物処理基本計画」を策定、国が広域処理の考え方を示し、さらに、北海道が３月

の道議会で一歩踏み込んだ考え方を示して、高橋知事名で道内各市町村長に要請文が送付されまし

た。 

 私は、これを受けまして、４月３日、４日に岩手県並びに宮古市を視察し、宮古地域の震災廃棄物の現

状、域内の処理状況、また昨年１１月から東京で取り組んでいる災害廃棄物の受け入れ事業、特に破

砕・選別状況並びに放射線量測定現場などや、宮古地域の災害廃棄物からの放射線量の確認、そして

県内で処理できない部分を広域処理に頼らざるを得ない災害廃棄物の状況などを視察してまいりまし

た。 

 また、災害廃棄物の受け入れについて、既に３人の専門家とお会いし、「岩手県宮古市、及びその周辺

の木質系廃棄物の再生利用」を前提とした事業設定における、苫小牧市の安全基準に対する考え方と、

懸念される事項などについてご意見をお伺いし、内部で検討を重ねた結果、本日、「災害廃棄物の受け

入れに関する安全基準」をお示しする運びとなりました。 

 まず、対象地域及び廃棄物の種類としては、「岩手県宮古市、及びその周辺の木質系災害廃棄物」で、

受け入れ基準といたしましては、「可燃物、不燃物、再生利用ともにキログラム当たり１００ベクレル以下」

といたします。 

 また、安全性の確認については、今後、受け入れ実施前に実証試験を行い、様々なデータの確認を行

うとともに、受け入れ実施時には、搬出側と搬入側、共に基準値を満たした場合のみ受け入れるものとい

たします。 

 なお、事業スキームに関しましては、今後、北海道と調整を図りながら進めてまいりたいと考えておりま

す。 

 

 詳細につきましては、担当の環境衛生部長から説明させていただきます。 

 

【環境衛生部長説明】 

 私の方からは、「災害廃棄物の受け入れに関する安全基準に対する考え方」の内容について、ご説明

申し上げます。 

 

 まず初めに、災害廃棄物の広域処理についてでございます。 

 昨年３月１１日に発生した「東日本大震災」により、通常の廃棄物に比べ岩手県では約１１年分、宮城県

では約１９年分に相当する膨大な量の災害廃棄物が発生し、１日も早い復旧復興のために、迅速な広域

処理が必要でございます。 

 災害廃棄物の広域処理問題につきましては、一部の受け入れ自治体があるものの、いまだ滞っている
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のが実情であり、各被災地の復旧復興の足かせとなっている状況で、本市といたしましても災害廃棄物

の処理に協力できないか、その対応について検討を重ねてまいりました。 

 

 次に、受け入れする災害廃棄物についてでございます。 

 環境省は、福島県の廃棄物以外の岩手県、宮城県の災害廃棄物を広域処理の対象としており、北海

道は、宮城県も視野に入れながら、岩手県を中心とした廃棄物を対象としております。 

 本市においては、平成２３年１１月に市議会の安全・安心のまちづくりに関する特別委員会が、岩手県

宮古市を被災地視察のため訪れたのがご縁で、宮古市の皆さんとの交流が始まりまして、その過程で災

害廃棄物の存在が復旧復興の大きな妨げになっている現実を知り、大半を占める木質系廃棄物の再生

利用について、宮古市の皆さんから非公式ながら協力要請があり、平成２４年４月３日から４日まで、岩

手県並びに宮古市を視察し、広域処理の現状及び災害廃棄物の仮置場と安全性を確認してまいりまし

た。 

 環境省からは、平成２３年５月１６日付「東日本大震災に係る災害廃棄物の処理指針（マスタープラン）」

において、「再生利用が可能なものは、極力再生利用する」という方針が示されており、本市においては、

その方針に沿って「岩手県宮古市、及びその周辺の木質系災害廃棄物を再生利用する」方針で進めてま

いりました。 

 また、安全性に関しましては、今後、受け入れ実施前に実証試験を行い、様々なデータを取り確認を行

ってまいります。 

 

 次に、受け入れの基準についてでございます。 

 環境省では、放射性セシウム濃度について、焼却灰はキログラム当たり８，０００ベクレル以下、焼却前

で、炉の種類によって違いますが、キログラム当り２４０ベクレル以下、４８０ベクレル以下、埋立が焼却灰

と同じく、キログラム当たり８，０００ベクレル以下、再生利用につきましては、再生品でキログラム当たり１

００ベクレル以下となっており、また、北海道では、焼却前で、おおむねキログラム当たり１００ベクレル以

下としております。 

 本市といたしましては、国際原子力機関（ＩＡＥＡ）の安全指針（RS-G-1.7、2004年）におけるクリアランス

レベル、及び従前からの「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」において、「廃棄物は、放射能に汚染さ

れていないもの」という定義のクリアランスレベル、ともにキログラム当たり１００ベクレルとなっており、こ

のクリアランスレベルとは、「人の健康へのリスクが無視できる放射性物質濃度」であることから、より安

全性を考えた場合、「可燃物、不燃物、及び再生利用についての受け入れ基準をキログラム当たり１００

ベクレル以下」といたしました。 

 これを確認するため、搬出側の現地で測定をし、受け入れ時に北海道、苫小牧市、民間の共同で測定

し、搬出側及び搬入側で、いずれも基準を満した場合のみ、受け入れを行う方針でございます。 

 受け入れの実施にあたりましては、より詳細な「放射能等管理マニュアル」を作成いたしまして、安全管

理に努めてまいります。 

 

 次に、本市が考えております対象地域である、「岩手県宮古市及びその周辺」についてでございます。 

 岩手県の「災害廃棄物処理詳細計画」において、県内を久慈地域、宮古地域、釜石地域、大船渡地域

の４地域に分けており、本市といたしましては、この地域内の、宮古市、岩泉町、山田町、田野畑村の１

市２町１村で形成されている「宮古地域」を広域処理の対象地域といたしました。 

 

 以上で、苫小牧市の「災害廃棄物の受け入れに関する安全基準に対する考え方」の説明を終わらせて

いただきます。 

 

【市長説明】 

 以上でございます。皆さんからご質問があれば、お受けいたします。 

 上記内容は発言の要旨であり、重複した言葉使いや言い直しがあったものなどについては、整理の上

作成しております。

記録作成：総合政策部秘書広報課

Copyright(C) 2007 TOMAKOMAI CITY.All Rights Reserved.
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苫 自 治 第 ３１ 号

平成２４年 ６月 ８日

震災瓦礫を考える市民ネット

苫小牧の自然を守る会

代表 舘崎やよい 様

ピースプロジェクト苫小牧

共同代表 榎戸 克美 様

共同代表 石塚 茂子 様

消費生活を考える会

代表 上野まゆみ 様

市民映画館シネマトーラス

代表 堀岡 勇 様

苫小牧市長 岩 倉 博 文

（総合政策部市民自治推進課担当）

要望意見書に対する回答について

初夏の候、貴会におかれましては、ますます御清栄のこととお喜び申し上げ

ます。

さて、平成２４年５月２１日付けで受理いたしました要望意見書につきまし

ては、別紙のとおり回答いたしますので、よろしくお願いいたします。

〒053-8722
苫小牧市旭町４丁目５番６号

苫小牧市総合政策部市民自治推進課

広聴担当 木村

電話 ０１４４－３２－６１５２（直通）

Eメール siminjiti@city.tomakomai.hokkaido.jp



質問書（回答）

質問要旨

震災がれき受入れの可否について、苫小牧市市民参加条例第５条第６号の規定により

市民参加条例に基づく市民参加手続により決定すること。

また、条例の適用又はこれに準じた手続ができない場合は、その理由を説明すること。

理由がない、あるいは理由を説明できないのであれば、あらためて市民参加条例の手

続によって、がれき受入れ問題の可否決定を行うこと。

【回答】

災害廃棄物の受入れについて、苫小牧市市民参加条例（平成２０年条例第３０号。

以下「条例」といいます。）第５条第６号の規定により、条例に基づく市民参加手続

により決定すべきであるとの要望意見について、お答えいたします。

条例第５条では、市民参加手続の対象となる事項について、各号により規定して

おり、同条第６号においては、要望意見のとおり、「前各号に掲げるもののほか、市

民参加手続を行うことが適当と認められる市の政策の立案等」について、条例によ

る市民参加手続の対象とすることができるものでございます。

同号の規定の趣旨は、同条第１号から第５号に掲げる対象事項以外の政策であっ

ても、対象事項と同様の性格を有すると判断される政策については、対象事項とし

て取り扱うこととしているものですが、その判断の決定については、市長にその裁

量があるものでございます。

災害廃棄物の受入れについては、北海道から受入れに向けた協力要請もあったと

ころですが、苫小牧市といたしましては、１日も早い被災地の復旧・復興のため、

できる限りの協力をしたいという判断から、同号による市民参加手続の対象としな

い判断をさせていただいたものでございます。

しかしながら、災害廃棄物の受入れに不安を感じている多くの市民に安全性を説

明していく必要があると考えておりますことから、まちかどミーティングなどの場

において説明を行うなど、これからも市民に対して理解をいただけるよう努めてま

いりたいと考えております。

(苫小牧市環境衛生部ゼロごみ推進室清掃事業課 担当)

なお、条例第１９条は、同条に基づく具体的な意見提出の制度を新たに保障する

趣旨の規定ではなく、市に対してなされた要望等については、その内容が検討され、

結果について公表がされることを確認的に規定するにとどまるものでございます。



そのため、同条の規定による具体的な権利（個別の意見提出の制度）が保障され

る趣旨ではないことを御理解願います。

(苫小牧市総合政策部政策推進室市民自治推進課 担当)



苫小牧市市民参加条例運用の手引き（第５条第６号、第８条関係 抜粋）

【第５条関係】

【説明】

ここでは、市民参加手続の対象となる事項について具体的に定めています。

第１号関係から第５号関係まで ≪略≫

第６号関係

「市民参加手続を行うことが適当と認められる市の政策の立案等」とは、第 1号から第 5号
に掲げる対象事項以外の政策であっても、対象事項と同様の性格を有すると判断される政策に

ついては、対象事項として取り扱うこととするものです。

第 1号から第 5号までに掲げる市民参加の対象事項は、市民参加の対象を限定する趣旨では

なく、これらの対象項目には該当しなくても、市民生活との関わりなどからこれらに相当する

性格を有する政策であれば、対象事項として取り扱うことができることとするものです。

この規定に該当して市民参加手続を実施する場合は、市民参加手続の対象事項としてこの条

例を適用することとなります。

≪以下、略≫

【第８条関係】

【説明】

条例第 5条に定める対象事項に該当しない政策等であっても、その立案等の手続において市民参

加手続を実施することが適当と思われるものは、任意に市民参加手続を実施することができること

とするものです。

これは、市民参加の対象事項に該当しないような政策的な取組であっても、市民参加手続を実施

することでより一層、政策の効果が期待されるものについては、その判断により任意で市民参加手

続を実施できることとする趣旨です。たとえば、基本的な方針や計画、規則で定める事項などが想

定されます。

（市民参加手続の対象となる事項）

第５条 市民参加手続の対象となる事項は、次のとおりとする。

 基本構想及び市政の基本的な事項を定める計画の策定、変更又は廃止

 次のいずれかの事項を含む条例の制定又は改廃

ア 市政の基本的な事項

イ 市民に義務を課し、又は権利を制限する事項（使用料その他の市民が納付すべき金銭につ

いて定めるものを除く。）

ウ 公の施設の使用許可の基準その他の利用方法に関する事項

 使用料その他の市民が納付すべき金銭のうち規則で定めるものの額の設定又は改定に係る

基本方針の策定又は変更

 市の施設のうち当該施設の性質及び建築等に要する費用の額を考慮して規則で定めるもの

の建築等に係る計画の策定又は変更

 法令等（法律若しくは法律に基づく命令（告示を含む。）又は条例を言う。以下同じ。）に基

づく場合を除くほか、出資（出えんを含む。以下この号において同じ。）を行うことにより、

当該出資を受ける法人その他の団体の資本金、基本金その他これらに準じるものに占める市の

出資割合が２分の１以上となるもの又は当該出資の総額が５００万円以上となるものに対す

る当該出資に係る基本方針の策定又は変更

 前各号に掲げるもののほか、市民参加手続を行うことが適当と認められる市の政策の立案等

（市民参加手続に準じた措置）

第８条 この節の規定は、この条例の規定による市民参加手続の対象とならない政策の立案等につい

て、市民参加手続に準じた措置を講じることを妨げるものではない。



苫小牧市市民参加条例運用の手引き（第１９条関係 抜粋）

【説明】

市は、市民参加条例の施行に関して市民から意見、要望等を寄せられた場合には、それに対す

る市の考え方とともに公表するものとしています。

[運用]
この規定に基づき市民から寄せられた意見や要望及びそれに対する回答等の内容を市民自治推

進会議に報告するものとします。

（市民からの要望等）

第１９条 市は、この条例の施行に関して市民から要望等があったときは、その内容を検討し、当該

要望等の内容及び検討の結果を公表するものとする。
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検索

 苫小牧市トップページ＞市長室＞記者会見

日時 平成24年8月7日（火）午後5時00分から 

場所 第2応接室 

出席者 

○市 側：岩倉市長、中野副市長、菊地副市長、環境衛生部長 

○記者側：11社13名参加

発表内容 

１ 災害廃棄物の広域処理について 

 

【市長説明】 

 お忙しいなか、お集まりいただきありがとうございます。 

 

 本日の案件は１件で、本日、環境省より、東日本大震災に係る災害廃棄物の処理工程表につい

て、広域処理の調整結果が示されましたので、ご報告させていただきます。 

 

 その内容といたしましては、岩手県の可燃物・木くずにつきまして、具体的な受入を調整して

いる自治体や受入実績のある自治体での処理により、目標期間内の処理が実現できる見込みとな

り、北海道への広域処理の要請はありませんでした。 

 本市としても、災害廃棄物の広域処理が必要であれば、復旧復興のお手伝いをしたいという思

いから、５月１８日に「災害廃棄物の受入に関する安全基準に対する考え方」を示したところで

ありますが、災害廃棄物処理のうち、可燃物及び再生利用を前提とした木くずについて、宮古地

区における処理の目処が立ったということは、誠に喜ばしいことと考えております。 

 今後、被災地へは、職員派遣など復旧復興のお手伝いを積極的に行ってまいりたいと考えてお

ります。 

 

 私からは以上でございます。皆さんからご質問があれば、お受けいたします。 

 

 上記内容は発言の要旨であり、重複した言葉使いや言い直しがあったものなどについては、整理の上

作成しております。

記録作成：総合政策部秘書広報課

Copyright(C) 2007 TOMAKOMAI CITY.All Rights Reserved.
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